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５　主な指標の達成状況

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

１　基本情報

小 項 目 人権・男女共同参画・平和
中 項 目 人権の尊重

４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

3

生涯学習課

2

「人権問題を正しく理解できた」と回答した「あげお
ヒューマンライツミーティング21」の参加者の割合

人権男女共
同参画課

毎月実施するアンケートで把握し
た小中学校のいじめのうち、解消
した割合（単年度）

指導課

A

C

A

№

達
成
状
況

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛市民協働推進課・人権男女共同参画課・生涯学習課・指導課 111

　多くの市民が人権に対する理解を深め、身の回りで起きている人権問題に気付
き、その発生防止や早期解決するための行動ができる人権意識の醸成を目指し
ます。そのために、地域では人権意識高揚のための核となる人材を育成し、様々
な立場の人が住みやすい地域コミュニティを形成していくとともに、学校では児童
生徒の人権意識を育成し、仲良く楽しい学校生活を送ることができることを目指し
ます。
　さらに、性別による固定的な役割分担意識が薄れ、あらゆる場面で男女が自然
に参画できるような社会づくりに努めます。また、DVに対する認識が深まり、女性
への暴力を許さない意識を向上させるとともに、DV被害者に対する相談等の支援
体制の充実を図ります。
　非核・平和についても、世代を超えてその大切さを共有していくよう取り組みま
す。

施策の方針

1
参加者アンケートで、上記の内容
を回答した人の割合（単年度）

指標の説明（計算式）

アンケートで把握したいじめの解消率

（総合計画後期基本計画冊子　p.24）

指　標　名

課名

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
各年度目標値

― ―85.0

参加者数（単年度）

人権教育集会所における研修や講座の参加者数

―

―

― ― ― ―

― ―

90.0 90.0 ― ―

―

― ――

人件費(予算) 76,502 68,747

事業費(予算) 42,028 29,982

―

― ―

市役所ギャラリー及び公民館2カ所で実施している。今後、さらに多くの人に見学してもらえ
るよう、市役所ギャラリーでの開催期間中は庁舎1階広告モニターにて周知する。

―

―

― ― ― ―

― ― ― ―

―

― ― ―

―

―

― ―

―

―

―

― ―

― ―

―

― ―

―

―

12

C 前年度より改善していないもの

60%

0%

40%

3/5

対前年比 ― 83%

３　施策経費の推移

合　　計 118,530 98,729

11

H32H31H30H29H28

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

8

●さまざまな人権問題が依然として発生しています。人権意識の啓発をさらに推進するとともに、人権に係る相談支
援を行っていく必要があります。

●地域における人権教育では、幅広い世代の市民がイベントや研修などに参加できる工夫が必要です。

●学校教育においては、幼少期から人権を正しく理解し、豊かな人権感覚を身に付け、様々な人権問題を自ら解決
しようとする児童生徒を育成することが必要です。

●市民意識調査によると、性別による固定的な役割分担意識を持つ市民はまだ半数以上います。男女共同参画に
ついてさらなる意識啓発が必要です。

●近年、DVに関する相談件数が増加しており、相談体制の充実や被害者の保護・支援などの取組みが求められて
います。DVは重大な人権侵害であり、引き続き被害者への支援を行うとともに、DVに対する意識啓発活動を進め
る必要があります。

●戦後70年が経過し、戦争の記憶が風化していくおそれがあります。「上尾市非核平和都市宣言」に基づき、引き
続き平和の尊さを啓発していく必要があります。

4

達　成

未達成

0 0

＜法令等の改正＞

未達成

100

2/5

ネットパトロール調査・いじめ防止研修会・学級満足度調査・いじめ問題対策連絡協議会
などの取組を通し、上尾市全体でいじめの根絶へ向けた取組の推進について共通理解を
図ることができた。いじめの未然防止や早期発見・早期解消に成果を挙げていることから、
今後も継続していく。―― 100 100 ―

様々な人権に関した活動をしている団体によるワークショップや人権標語・作文の表彰、
人権講座等を実施し、人権意識の啓発をはかっている。今後も継続し実施していく。

61.0 83.3 ―

― 80.0

―

100 ― ― ―

―

― ―

―
人権教育集会所使用団体全員を対象とした人権研修の実施について、平成27年度以前
は1種類のみであったが、平成28年度は3種類の中から選択して受講できるよう変更した。
このことにより、受講者にとってより興味ある分野を選択でき、人権問題を身近な問題とし
て捉えることができた点は評価できるが、参加者数としてはやや減少に転じた。集会所使
用団体数の減少の影響もあると思われるが、今後は研修の周知時期を早めるなど、より
参加率を上げられるよう工夫していく。

―

― ―

1,300 1,300

50.0 55.0

43.2 ― ― ―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

5

C

A

―

―

― ―

―

―

――

―

男女共同参画意識の啓発のため様々な角度から講座を開催している。参加者の47%を占
める高齢者は、男女の固定的役割分担意識が比較的高い傾向であり、高齢者への意識
改革を進めていく。

― ―

「男女の固定的役割分担意識に同感しない」と回答
した講座等の受講者の割合

「平和の大切さをあらためて実感した」と回答した非
核平和パネル展の見学者の割合

―

―

―

―

市民協働推
進課

男女共同参画関係講座等の参
加者アンケートで、上記の内容を
回答した人の割合（単年度）

1,282 1,173 ―

―

48.0

100

―

0

9

見学者アンケートで、上記の内容
を回答した人の割合（単年度）

6

（単位：千円）

7

10
0

―

89.5

人権男女共
同参画課
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世帯

５　主な指標の達成状況

1/1

― ―

― ―

0 ―

0

12

― ―

―

― ―

―

11

― ―

― ― ―

― ―
対前年比 ― 91%

合　　計 4,582,212 4,147,828 0 0 0

人件費(予算) 98,182 352,392
10

― ―

―

事業費(予算) 4,484,030 3,795,436

―

―
H28 H29 H30 H31 H32

― ―

―
３　施策経費の推移 （単位：千円）

― ―

― ― ― ―

7

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

5

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

― ― ―

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●家族や地域のつながりの希薄化が問題となっており、誰もが地域で安心して生活を送ることができる体制の構築
が必要となっています。

●民生委員・児童委員の役割に期待が高まる一方で、市民の抱える問題は複雑化・多様化しています。民生委員・
児童委員が地域福祉活動の中核として活動できる環境づくりが必要です。また、地域福祉活動への市民参加も促
進していく必要があります。

●経済的に困窮する市民に対しては、公共職業安定所や上尾市社会福祉協議会等と連携し、自立を支援していく
必要があります。

4

―

6

8

― ― ― ―

3

― ― ― ―

2

― ―

― ―

― ―

― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

生活支援課
就労等により生活保護受給対象
でなくなった世帯数（単年度）

A
ケースワーカーと就労支援員が、関係機関との連携を取り、生活保護受給者の就労支援
を図る。平成28年度は、就労に結び付いた対象数が多かった。平成29年度は、生活保護
受給世帯の増加分を加味した目標である。

― 10 13 ― ― ―

8 21 ― ― ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛福祉総務課・生活支援課 121
（総合計画後期基本計画冊子　p.26）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　市民が互いに助け合い、地域の絆を大切にし、支え合って安心して生活できる
地域福祉体制の構築を図ります。また、さまざまな地域資源を活用して福祉サー
ビスが適切に利用できるよう努めます。
　相談支援・就労支援により、経済的に困窮する市民の早期の自立を図るととも
に、生活保護受給者のうち就労できる人についても、就労支援により生活保護か
らの早期の自立を図ります。

1

自立した生活保護受給世帯の数

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 社会保障の充実
小 項 目 生活福祉

課名

達　成

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

100%

0%

0%
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人
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５　主な指標の達成状況

5/6

― ―

― ―

1/6 ―

0

12

― ―

―

― ―

―

11

― ―

― ― ―

― ―
対前年比 ― 104%

合　　計 15,719,315 16,301,311 0 0 0

人件費(予算) 284,214 286,824
10

― ―

―

事業費(予算) 15,435,101 16,014,487

―

―
H28 H29 H30 H31 H32

― ―

―
３　施策経費の推移 （単位：千円）

― ―

― ― ― ―

7

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

5

参加者数は増加しているものの、①リーダー自身の高齢化などにより、実際に活動
できるリーダーの数が増えないこと、②新しい会場の確保が難しいことが課題であ
る。これらの課題に対して、東西会場でリーダー講座を開催してリーダー増を図る
とともに、会場数が増加するよう地域に勧奨していく。高齢介護課

アッピー元気体操の参加者数
（単年度） ― 2,350 2,400 ― ― ―

― ― 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、グループホーム、介護付有料老人ホーム
の整備床数。市の介護保険事業計画に基づき計画的に整備している。高齢者の増加
に伴い、今後も計画的に整備する予定である。

高齢介護課
介護保険施設等の整備床数（累
計） ― 1,924 1,960 ―

介護保険施設等の整備床数 1,906 1,960 ― ―

― ―

― ― ― ― 認知症サポーターは、認知症の人と家族への応援者である認知症サポーターを養成
し、認知症になっても安心して暮らせるまちを目指す。平成28年度からは、養成講
座の実施を大学や専門学校で始め、今後は小中学校や高校などでの実施を計画して
いる。9,500 ― ― ―

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●今後、高齢者が増えることによる介護需要の増加とそれに伴う介護者の不足が見込まれる中、住まい・医療・介
護・介護予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築が重要となっています。

●市内でも特に高齢化が進んでいるUR都市機構の団地については、UR都市機構や自治会等と連携し、高齢者が
引き続き安心して暮らし続けることができる新たなまちづくりを検討する必要があります。

●高齢者のライフスタイルの多様化により、いきいきクラブの会員数や、高齢者が集う老人だんらんの家の利用者
数は減少傾向にありますが、高齢者の活動の場として、引き続き支援していく必要があります。

●国は、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域の良い環境で自分らしく暮らし続けることがで
きる社会の実現を目指し、さまざまな施策を進めており、本市も認知症の高齢者が安心して暮らし続けられる環境
を整備していく必要があります。

●「団塊の世代」が全員75歳以上となる2025年には後期高齢者の急速な増加が見込まれる中、高齢者が地域で安
心して暮らし続けるために、介護保険サービスの充実が課題となっています。

●高齢者が地域で健康に暮らし続けていくためには、介護予防の事業や活動を推進し、介護を必要としない元気な
高齢者を増やしていく必要があります。

4

認知症サポーター養成講座の修了者数 6,848 8,352

高齢介護課
認知症サポーター養成講座の修
了者数（累計） ― 8,000

6

アッピー元気体操の参加者数 2,327 2,376

8

地域の高齢者に生きがいを与え、孤立しがちな高齢者が集える場所である「だんら
んの家」の支援を行っている。平成28年度の利用者数の減少については、特定の地
域だけが減少しているわけではなく、全体的に増減があった結果である。引き続き
参加者数の推移を注視しながら、参加を呼びかけるとともに、開設していない地域
には積極的に取り組むよう勧奨していく。

高齢介護課
「老人だんらんの家」の利用者数
（延べ数・単年度） ― 152,000 152,000 ― ― ―

3

「老人だんらんの家」の利用者数 151,897 146,889 ― ― ― ―

C

A

2

― ―

A

― 737

地域を基盤とする高齢者の健康・生きがいづくり、仲間づくりを進める組織であり、高齢社
会における介護予防と高齢者相互の生活支援の役を担っている。このことから今後も組織
の拡充を図っていく。

高齢介護課
いきいきクラブの会員数（単年
度） ― 5,190 5,300 ―

いきいきクラブの会員数 5,186 5,193 ― ―

― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

平成28年度から認知症の人とその家族、地域住民や専門職等が気軽に集い、利用者相
互の交流や認知症に関する情報交換、地域包括支援センターの専門職による相談支援を
行う場であるオレンジカフェを各地域包括支援センターに委託し、10か所で開催している。
平成28年度は初年度ということで随時開催としていたが、平成29年度から月1回の定期開
催となるため、利用者数は増加する見込みである。

高齢介護課
地域包括ケアシステムのサービ
ス利用者数（単年度） ― 600 2,000 ― ― ―

― ― ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛高齢介護課 122
（総合計画後期基本計画冊子　p.28）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　高齢者が地域で安心して暮らし続けられるよう、介護保険サービスの充実を図
るとともに、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの体制づくりを推進しま
す。また、各地域における相談や見守り体制、生活支援サービスの充実を図りま
す。
　認知症に対する地域住民の理解が進み、認知症の高齢者等が安心して暮らし
続けられる環境を整備します。さらに、高齢者の社会参加を推進し、高齢者が積
極的に地域活動やボランティア活動へ参加し、住民主体の介護予防活動・サロン
活動が各地域で開催されるような取組を推進します。

1

地域包括ケアシステムのサービスを利用した人の数

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 社会保障の充実
小 項 目 高齢者福祉

課名

A

A

A

達　成

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

83%

0%

17%
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H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

↗

％

↗

人

↗

点

５　主な指標の達成状況

2

42 48 ― ―

― ―

100 100 ― ― ―

― ―

― ― ― ―

― ― ―

― ―

― ―

― ―

1/3 ―

0

12

― ―

― ― ―

― ―

人件費(予算) 421,802 412,897
10

―

事業費(予算) 4,659,559

対前年比 ― 105%

合　　計

― ―

―

11

― ―

―2/3

３　施策経費の推移 （単位：千円）
― ―

＜法令等の改正＞
―

―
H28 H29 H30

― ―

― ―

5,081,361 5,322,195 0 0 0

4,909,298

―

H31 H32

― ―

―

―

9

― ―

― ―

―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

つくし学園利用者の満足度

―

― ―

― ―

― ― ― ―

―

4.3 ―

― ― ―

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●障害者福祉の第一歩は障害について正しく理解することであり、障害への認識を市民に深めてもらう必要があり
ます。

●障害者に関する相談は、ケースにより対応が異なることから、きめ細やかな相談支援体制が必要です。

●障害者が地域で生活するための支援に対するニーズは幅が広いため、個々のニーズに応じたサービスを適切に
提供する必要があります。

●障害者の就労支援は、就職後も本人と家族、就職先の企業に対し、継続して就労できるような支援が必要です。
また、障害者の就労施設の製品販売等に対する支援も必要です。

●障害児の療育支援は、個別の発達訓練・相談や療育訓練による対応が必要です。しかし、療育訓練は、利用を
希望する児童が多いため、通所して訓練を受ける時間などが十分とはいえない状況です。

4

―

6

8

― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

障害福祉課
障害者関係の研修等の受講者ア
ンケートで、上記の内容を回答し
た人の割合（単年度）

― 84.8 ― ― ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛障害福祉課・発達支援相談センター 123
（総合計画後期基本計画冊子　p.30）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　すべての市民が障害に対する理解を深め、障害の有無によって分け隔てられる
ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生するまちづくりを目指します。
　また、障害者に対する相談や支援サービスを充実させ、安心して生活できる環
境の整備を推進するとともに、障害者とその家族の社会参加の促進を図ります。 1

「障害について正しい知識を持つことができた」と回
答した研修・講習の受講者の割合

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 社会保障の充実
小 項 目 障害者福祉

課名

平成28年4月に障害者差別解消法が施行され、「差別の禁止」と「合理的配慮の提供」の2
つの柱が市民に対し法的に求められることとなり、すべての市職員や一般市民などに対象
を広げて普及・啓発をしていくことが必須となった。法の施行が開始されたことにについて
は比較的知られているところではあるが、2つの柱を中心に内容について、今後はさらなる
普及啓発に努めていく。―

療育を希望する児童の増加を踏まえ、定員を上回る利用枠の拡大を図っている。ま
た、平成29年度には通園バスの増便により送迎時間の短縮を図るなど、今後も療育
の充実を図り、保護者の満足度の向上に取り組んでいく。発達支援相

談センター
― 4.2

2

障害福祉課 就労できた障害者の数（単年度）

就労支援により就職できた障害者の数 ― ― 第4期上尾市障害福祉計画では、一般就労移行者数の平成28、29年度の目標値を標記
のとおり設定、平成28年度はその目標が達成されており、今後も継続した就労支援を実施
していく。
（年度末3月の就労者数－年度当初3月の就労者数＋退職者数＝その年度の就職者数）― 44 48 ―

保護者へのアンケート（５段階評
価）の平均満足度（単年度） ―

4.1 4.3 ― ― ―

C

A

A

5

7

3

達　成

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

67%

0%

33%



5
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H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

↗

％

↗

％
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％

↗

％

↗
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↗

％

↗

％

↗

％

↗

％

↗
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５　主な指標の達成状況

↘

人
A

↘

人
健康増進課

休日における医師１人当たりの
平均患者数（単年度）

1/11

12

平日夜間・休日急患診療所の医師１人当たりの患者
数

健康増進課
平日夜間における医師１人当た
りの平均患者数（単年度）

№

達
成
状
況

平日夜間・休日急患診療所の医師１人当たりの患者
数

A

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●肥満や高血糖が引き起こす生活習慣病は、脳血管疾患や心疾患の増加のリスクがあるため、市民の生活習慣
病予防の取組を進める必要があります。

●がんや疾病の予防及び早期発見のため各種検（健）診を実施していますが、一部のがん検診の受診率は県平均
を下回っており、受診を促すことが課題となっています。

●人口10万人当たりの自殺死亡率は県より低いものの、年間の自殺者数は40～50人前後で推移しており、今後減
少させていく必要があります。

●近年、乳幼児を中心とした予防接種のワクチンの種類や接種回数は増加していますが、感染症の発生及び蔓延
の予防には予防接種が重要です。また、新型インフルエンザ等の新たな感染症が発生した場合には、行動計画等
に基づき迅速に行動する必要があります。

●平日夜間・休日急患診療所の患者数は年々増加しており、適正利用の呼びかけや医療体制の充実を図る必要
があります。また、災害時の医療体制や、在宅医療・介護の体制を構築していくことも必要です。

8

「何か困ったときに相談する人がいる」と回答した人
の割合

健康増進課

7

回答者数／回答者総数（５年に１
度）

9

麻しん風しん予防接種の接種率（１歳児）

３　施策経費の推移 （単位：千円）
健康増進課 接種者数／対象者数（単年度）

5.1 4.6

―

― ―

5.0 4.6 ――

人件費(予算) 421,531 406,837
10

麻しん風しん予防接種の接種率（５歳児）

健康増進課 接種者数／対象者数（単年度）

事業費(予算) 35,218,618 35,048,920

対前年比 ― 99%

合　　計 35,640,149

健康増進課

―

― ―

C

A

97.8 92.6 ― ― ―

92.6 ― ―

H28 H29 H30 H31
97.8 ― ――

前立腺がん
受診者数／対象者数（単年度）

H32

＜法令等の改正＞

―

A

‐

各種がん検診受診率（対象者は性別・年齢により異
なる）

―

― ― ―

37.9 36.3

― 38.0

5

健康増進課
乳がん
受診者数／対象者数（単年度）

健康増進課
子宮がん
受診者数／対象者数（単年度）

各種がん検診受診率（対象者は性別・年齢により異
なる）

4

各種がん検診受診率（対象者は性別・年齢により異
なる）

健康増進課
大腸がん
受診者数／対象者数（単年度）

6

各種がん検診受診率（対象者は性別・年齢により異
なる）

19.0

C

B

A

―

11.0

C

C

A

保険年金課
(健康増進
課)

受診者数／対象者数（単年度）

―

― ―

2

健康増進課
胃がん
受診者数／対象者数（単年度）

各種がん検診受診率（対象者は性別・年齢により異
なる）

健康増進課
肺がん
受診者数／対象者数（単年度）

3

各種がん検診受診率（対象者は性別・年齢により異
なる）

―

10.3

平成28年度は、例年と比較して当日キャンセルが多かったが、今後も健康カレンダーの配
布、全対象者への個別のハガキによる受診勧奨、広報あげおによる啓発を継続していく。

― 7.4 7.5 ―

7.3

― ― ― ― 第2期特定健康診査等実施計画において、平成29年度の目標受診率を60.0％に設定した
ものである。平成28年度の受診率確定後、平成29年度中に事業の評価分析を行い、第3
期特定健康診査等実施計画を策定する。
※平成28年度特定健診受診率は10月に確定するため、平成29年5月現在の数値を入力
している。― 58.0 60.0 ― ― ―

46.1 45.4

7.1 ― ―

― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛健康増進課・保険年金課 124
（総合計画後期基本計画冊子　p.32）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名
各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 社会保障の充実
小 項 目 健康

課名 指標の説明（計算式）
各年度目標値

施策の方針

　市民一人一人が自らの心身の健康に関心を持ち、その保持・増進に努めるよ
う、健康に対する意識の啓発を進めるとともに、疾病の予防・早期発見のため、各
種検（健）診を実施します。
　予防接種や感染症予防の正しい知識の普及啓発を実施し，感染症の発生を予
防するとともに、新型インフルエンザ等の健康危機発生時に備えた体制づくりを推
進します。
　また、各種団体、企業、行政及び市民の協働による地域保健活動の推進を図り
ます。

1

特定健診受診率

―

広報の効果により微増傾向にある。健康カレンダーの配布、全対象者への個別のハ
ガキによる受診勧奨、広報あげおによる啓発を継続していく。

18.4 18.4 ― ―

― ―

― ― ― ―

― ― ― ―

広報効果が及ばず微減となった。健康カレンダーの配布、全対象者への個別のハガ
キによる受診勧奨、広報あげおによる啓発の継続に加え、新たな啓発方法を模索し
ていく。

38.1 ― ― ―

10.5 11.1 ―

平成28年度は、ワクチン不足のため一時的に接種率が低下している。接種期間は1歳
～2歳の間であるため、年度ごとの接種率は参考値である。今後も保育所、幼稚園等
に啓発ポスターを掲示するなど、普及啓発を実施していく。

― 97.8

90.8

― ―

― ―
受診率は横ばいである。健康カレンダーの配布、全対象者への個別のハガキによる
受診勧奨、広報あげおによる啓発の継続に加え、新たな啓発方法を模索していく。

― 18.5 18.6 ―

17.8 20.2 ― ― ― ―
広報の効果により微増傾向にある。健康カレンダーの配布、全対象者への個別のハ
ガキによる受診勧奨、広報あげおによる啓発を継続していく。

― 20.3

― 「健康あげおいきいきプラン中間結果に関する基礎調査」（平成26年度）におい
て、「何か困ったときに相談する人がいる。」と回答した人の割合は84.2％であっ
た。次回調査（平成31年度）時に、その割合を高められるよう、こころとからだの
健康ガイドを作成し、市内関係機関に掲示を依頼して、困ったときに相談できる体
制を整えていく。

広報の効果により微増傾向にある。健康カレンダーの配布、全対象者への個別のハ
ガキによる受診勧奨、広報あげおによる啓発を継続していく。

― 44.8 45.0 ―

44.7 44.9 ― ―

― ―

―

―
混雑が予想される連休・年末年始・インフルエンザ流行時期に医師を1名増員して運
営し、医師1人当たりの患者数をキープできている。今後も混雑が予想される時期の
医師増員を継続する。

保育所、幼稚園等に啓発ポスターを掲示したり、未接種者に個別通知を実施したこ
とにより、接種率の増加につながった。引き続き、普及啓発を実施していく。

―

平日夜間診療においては、混雑することがほぼなく、医師1人当たりの患者数は少な
い状況を維持している。

―

― 91.0 92.7 ― ―

―

26.9 ― ―

―

―

―― 27.0

27.0 26.9 ―

―

35,455,757 0 0 0

A

6/11

11

4/11

達　成

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

55%

9%

36%



6
10

H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

↘

件

↗

箇所

↗

％

５　主な指標の達成状況

― ― ― ―

―

市内小学校、幼稚園等の児童・園児を対象とした交通安全教室や、夏休みに子供向
けの交通安全に関する映画会開催し、正しい交通ルールやマナー等の知識を習得す
る機会を設けている。交通事故件数の減少等一定の効果が見られており、継続して
事業を展開していく。

4,900 4,800 ― ― ―

100 ― ― ―

市内小学校、幼稚園等の児童・園児を対象に交通安全教室を開催し、正しい交通ルール
やマナー等の知識を習得する機会を設けている。また、年間4回の交通安全キャンペーン
を実施し啓発を行っている。交通事故件数は減少傾向にあるが、今後高齢者の交通事故
防止に向けて、運転免許証の自主返納など、より効果的な施策を検討していく必要があ
る。

― ―

通学路安全対策事業は平成25年度から実施しており、平成28年度末時点で、累計26か所
の安全対策が完了している。グリーンベルト等の路面標示やラバーポール等の誘導標の
設置などの改善を行っており、児童の登下校時の安全を確保するために重要な事業であ
る。今後も、引き続き、通学路の危険箇所について安全対策を実施していく。―

― ―

― ― ― ―

― ―

― ―― ―

―

― ―

―

11

3/3

0 ―

0

12

― ―

― ― ―

― ―

―

事業費(予算) 947,349 486,361

対前年比 ― 53%
―

―
H28 H29 H30 H31 H32

― ―

―

合　　計 982,058 522,695 0 0 0

人件費(予算) 34,709 36,334

３　施策経費の推移 （単位：千円）
― ―

― ―

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●交通安全施設の整備は継続的に進めていますが、地域からの要望も多く、さらなる整備を図る必要があります。

●公安委員会の実施する生活道路・通学路への交通規制は交通事故対策に一定の効果を上げており、今後もそ
の効果を監視していく必要があります。また、交通規制の対象となっていない路線に対する要望や、通学路の危険
箇所の改善要望も多く出されており、着実な対応が求められています。

●ここ数年、市内の交通事故件数は5,000件を上回っています。交通安全施設の整備等だけでなく、交通安全団体
等と連携しながら市民の交通安全意識を幅広く高めていくことも必要です。

4

―

6

8

交通防犯課
交通安全教室の参加者アンケー
トで、上記の内容を回答した人の
割合（単年度）

3

「交通安全意識が高まった」と回答した交通安全教
室参加者の割合

A

― 100

97.4 100 ― ― ― ―

― 26 28 ― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

交通防犯課 交通事故件数（単年度） ―

A

2
(交通防犯
課)
学校保健課

市Ｐ連からの要望のうち、改善し
た箇所の数（累計）

通学路安全対策事業において改善した箇所数 ― ―

4,913 4,829 ― ― ― ―

A

23 26 ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛交通防犯課・学校保健課 131
（総合計画後期基本計画冊子　p.34）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　道路照明灯や道路反射鏡、区画線標示などの交通安全施設の整備・拡充によ
り、交通事故の減少を図ります。
　また、多くの市民が交通安全に対する理解を深め、一人一人が交通安全意識を
持って行動するよう、交通安全意識の普及を推進します。 1

市内の交通事故件数

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 暮らしの安心・安全確保
小 項 目 交通安全

課名

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

100%

0%

0%

達　成

5

7

10



7
10

H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

→

％

↗

件

↗

％

↗

箇所

↗

団体

↗

％

↗

％

５　主な指標の達成状況

―

―

0 ―

1/6

12

―

――

11

達　成 5/6

災害時の市民生活を支えるため、災害用マンホールトイレの整備を進めます。平成
28年度は管渠の長寿命化工事を重点的に行ったため設置できませんでしたが、引き
続き整備を推進していく。

― ―

― ―― ―

―

― ―

― ―

― ―

―

―

―

対前年比 ― 76%

合　　計 126,496 95,682 0 0

人件費(予算) 61,025 51,215
10

0

― ―

―

３　施策経費の推移 （単位：千円）
― ― ―

H28 H29 H30 H31 H32

事業費(予算)

―

7

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―
未耐震の建築物の所有者等にヒアリングを行うとともに、耐震化の情報提供を行な
い、一部の所有者の診断・改修に結びついた。引き続き、各所有者への呼びかけを
行っていく。

91 92 ―

市内既存建築物の耐震化率 86 91 ― ―

―

―

― ―

―

― ― ― ―

5

パンフレットの全市回覧等、住宅耐震化の情報提供に努めた結果、市が行う無料簡
易耐震診断には前年の2倍を超える応募があり、一定の関心は集めることができた
が、さらに詳細な耐震診断・耐震改修を行う件数には限りがあった。今後は、更に
重点地区等を設定しての呼びかけを行うなどの方策を検討していく。建築安全課

市内の既存建築物のうち、昭和56年
以前に建築された旧耐震基準の住
宅の割合（累計）

― 77 80 ― ― ―

― ― 災害時に市民が助け合い、共助に基づいて行動できるよう、自主防災組織の育成・
支援を行うとともに、先進事例の情報提供等により、活動内容の向上を図る。ま
た、地域の防災リーダーとなる「防災士」の育成支援や活動支援を行う。育成のた
めの補助金は確保するも、地域からの人選となると難しいものがあるが引き続き、
全地区に防災士が育成されることを目指していく。

危機管理防
災課

全12団体のうち「防災士」がいる
自主防災連合会の数（累計） ― 12 12 ―

― ―

― ―

― ― ― ―

17 ― ― ―

3

10 10

建築安全課
市内の既存建築物のうち、昭和56年以前
に建築された旧耐震基準された民間特定
建築物の割合（累計）

―

自主防災連合会12団体のうち「防災士」がいる連合
会の数

災害用マンホールトイレの設置箇所数 16 16

(危機管理防災
課)
下水道施設課

設置箇所数（累計） ― 16

6

市内既存建築物の耐震化率 76 77

職員の行動力の検証と、市と関係機関との連携強化、そして市民の防災行動力の向
上や防災知識の普及を図るため、地域住民や自主防災組織、関係機関等と総合防災
訓練や避難所開設・運営訓練等を実施する。また、訓練内容の充実を図るため、参
加者の意見を反映させた、より実践的な訓練を実施する。平成28年度は荒天のため
総合防災訓練が中止となったが、今後は防災意識について参加者の声を聴く。

危機管理防
災課

防災訓練の参加者アンケートで、
上記の内容を回答した人の割合
（単年度）

― 90 90 ― ― ―

「防災意識が高まった」と回答した総合防災訓練参加
者の割合 ― ― ― ― ― ―

A

2

― ―

A

100 100

災害時に適切な応急措置を実施するため、様々な分野で災害時応援協定を締結するととも
に、締結後の関係強化を図る。さらに市で応急措置することが難しい又は非効率である等
の観点から協定締結することで補完している。引き続き有効な協定の締結に努める。危機管理防

災課
他自治体や企業等と締結した災
害時応援協定の数（累計） ― 90 95 ―

災害時応援協定の締結数 86 92 ― ―

― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

大規模災害発生直後においても安心できる市民生活を確保するため、上尾市地域防災計
画で想定する避難者数分の非常用食料・生活必需品や職員が使用する防災装備、資機材
などを避難所等に備えるほか、地域や家庭での備蓄についても推奨していく。計画的に備
蓄しているところであり、引き続き充足率を維持していく。

危機管理防
災課

市防災計画に基づく備蓄すべき
避難者用食料の備蓄割合（累計） ― 100 100 ― ― ―

― ― ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛危機管理防災課・建築安全課・下水道施設課 132
（総合計画後期基本計画冊子　p.36）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　災害時における防災体制（防災備品の備蓄、避難所班の運営体制等）及び防災
行政無線を含めた災害時の情報伝達手段や、災害用マンホールトイレ等の防災施
設の整備を推進します。
　また、市民一人一人の防災意識を高め、自主防災組織の活動の活性化を図りま
す。
　市内の建築物の新しい耐震基準への適合化や、倒壊により緊急輸送道路を塞ぐ
可能性のある建築物の耐震化を進めます。

1

避難所等に備蓄している避難者用食料の充足率

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 暮らしの安心・安全確保
小 項 目 防災・危機管理

課名

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

83%

17%

0%

-

A

B

A

A

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）
●大規模災害が発生した場合、県の防災計画では3日間分（市1.5日分、県1.5日分）の食料の備蓄が求められていま
す。また、地域や家庭における備蓄も重要です。

●災害時には市単独での応急対策は難しいと予想されるため、県内外の市町村や民間事業者等と、様々な分野で
の応援協定の締結、締結後の関係強化が必要となっています。

●日頃から災害時の行動と知識を普及させるため、これまでの総合防災訓練等から得られた課題を整理し、女性や
災害弱者の視点も含め、訓練内容の充実を図るとともに、より実践的な訓練とする必要があります。

●防災行政無線の老朽化や住宅の気密性向上に対応した災害時の情報伝達手段の整備や、災害用マンホールトイ
レ等防災施設の整備を着実に進めていくことも必要です。

●自主防災組織は、全ての事務区で設立されていますが、組織によって活動の頻度や内容に差異が生じており、活
動の充実を図る必要があります。

●旧耐震基準の建築物の所有者・居住者には高齢者が多いため、費用や手間を考えた場合、耐震化改修に消極的
な人が多く、働きかけを続けていくことが必要となっています。

4

8

65,471 44,467



8
10

H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

↗

％

→

％

↘

人

↘

分:秒

↘

分:秒

↘

％

５　主な指標の達成状況

― ―

― ―

3/6 ―

0

12

― ―

―

― ―

合　　計 857,828 738,239 0 0 0

―

11

― ―

―

― ―

― ―

― ―

― ―

―

事業費(予算) 482,138 382,586

―

人件費(予算) 375,690 355,653
10

対前年比 ―

―

３　施策経費の推移 （単位：千円）
― ― ―

H28 H29 H30 H31 H32
―

―

― ― ― ―

7

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―

―

――

―

― ―

― ―

―

9.4 7.9 ― ― ―

―

―

8:05

通話時間（救急事案）
平成28年からは救急隊が現場でおこなえる救急処置も多くなったことから、傷病者
情報をより多く聴取する必要があるため平均時間が長くなりつつあるものの、引き
続き時間短縮に努める。
※平成27年までは必要最小限の状況聴取で出動指令を出していたものである。1:44 ― ― ―

予防課
防火対象物点検で重大な法令違
反に該当した割合（累計）

― ― 全国的に現場到着所要時間は延伸傾向にある。救急車の適正利用を呼びかけるとと
もに、出動体制を見直すなど救急業務を工夫し全国平均値(8分36秒）より短縮でき
ている。昨年度より現場到着時間が遅延している理由には出動件数の増加、交通渋
滞等が考えられる。現場到着所要時間の短縮を目指し、覚知から指令、指令から出
動、出動から現場到着と各態勢の質の向上を図る必要がある。

警防課
通報を受けてから現場に到着す
るまでの平均時間（単年度） ― 8:04 8:04 ―

覚知から現場到着までの平均時間 ― ―

―

― ―

防火管理者の未選任に係る違反については、定期査察計画に基づく立入検査で重点
的に指導し、消防用設備等の未設置に係る違反については、署・予防課合同査察や
追跡指導の徹底により、違反是正を推進した。今後は取り組みを継続するととも
に、追跡指導の徹底や必要性に応じた警告・命令の実施により、更なる違反是正の
推進を図る。7.0

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●消防庁が定める「消防力の整備指針」を踏まえ、消防拠点・装備等の必要な整備については計画的に継続して
いく必要があります。また、消防に係る住民サービスの向上、人員配置の効率化と充実、消防体制の基盤強化のた
め、伊奈町との消防広域化を検討する必要があります。

●震災時には水道の送配水施設が機能しないことも想定され、水道に頼る消火栓だけではなく、防火水槽の設置
や河川等からの取水装備の配備を計画的に進めることが必要です。

●消防団は人員不足が生じており、女性消防団員の確保や、能力や事情に応じ特定の活動のみに従事する機能
別消防団員の制度導入に向けた検討が必要となっています。

●救急の出動要請件数が年々増加し道路状況等により現場への到着時間が伸びていることから、到着時間の短
縮に向けて、引き続き業務の円滑化に努めるとともに、市民への救急車適正利用の働きかけが必要となっていま
す。

●防火意識が不十分な市民や事業者に対する継続的な防火指導等により、火災が起こりにくいまちづくりを進めて
いくことが必要となっています。

4

覚知から出動指令までの平均時間 1:32 1:44

指令課
通報を受けてから出動指令を発
するまでの平均時間（単年度） ― 1:45

6

防火対象物の重大な法令違反率

8

3

― 8.0

5

施策の方針

―

C

　消防活動の拠点である消防署や車両・資器材の整備・確保により、災害への万
全な備えを図ります。また、災害時・救急時における市や関係機関・団体のスムー
ズな連携と迅速な対応により、市民の生命や財産を守ります。
　市民や市内事業者が火災の発生を自ら防ぐため、火災予防対策を積極的に行
うよう、防火指導を推進します。また、「自分の命は自分で守る」、「地域のくらしは
地域で守る」ため、消防団を中心とした地域防災力の強化を図ります。

1

消防施設・装備等の整備計画の進捗率

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針

情報発信モニターを活用し消防団員募集案内を発信、また、消防イベント時等、集
客のある場所で消防団員募集のポスターやリ－フレットを配布しＰＲ活動を実施し
た。平成28年度は、入団者以上に退団者が多く、消防団員数が減少してしまったこ
とで、消防団員一人に対する市民数は増加してしまった。今後も継続してＰＲ活動
を実施し、女性団員を含め消防団員の入団を促進していく。― 1,500 1,500 ―

1,551

― ―

2

― ―― ―

― ―

A

C

消防総務課
消防庁が定める基準に対する消
防施設等の整備割合（累計） ― 91.0 91.0

90.7 90.7

― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛消防総務課・予防課・警防課・指令課 133
（総合計画後期基本計画冊子　p.38）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

中 項 目 暮らしの安心・安全確保
小 項 目 消防

課名 指標の説明（計算式）
各年度目標値

8:11

消防総務課
市民の数／消防団員の数（単年
度）

消防団員一人に対する市民の数 1,606 ― ― ―

災害時の活動拠点となる消防庁舎設備等について、必要な修繕や改修工事等維持管理
を実施、車両についても更新整備を実施している。今後も消防庁の「消防力の整備指針」
に定められた基準に近づけるよう、施設の整備、車両・資器材の確保を計画的に進めてい
く。

―

― ― ― ―

迅速かつ効率的な消火活動に必要とされる消火栓や防火水槽等の消防水利の充足率に
ついては、全国平均値の73.5％を上回る状況である。今後も消防庁の「消防水利の基準」
に定められた消防水利の確保に努め、適正な配置を進めていく。
※平成27年までの消防水利については、管理上の数値に相違があったため、平成28年
以降における消防水利の整備割合を維持とする。

警防課
消防庁が定める基準に対する消
防水利の整備割合（累計） ― 86.6 86.6 ―

消防水利の充足率 88.5 86.6

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

50%

0%

50%

A

C

A

達　成

未達成

3/6

86%



9
10

H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

↗

％

５　主な指標の達成状況

― ―

― ― ― ―

― ―

― ―― ―

―

― ―

―

11

0

0 ―

0

12

― ―

― ― ―

― ―

―

事業費(予算) 9,189 8,858

対前年比 ― 120%
―

―
H28 H29 H30 H31 H32

― ―

―

合　　計 23,061 27,686 0 0 0

人件費(予算) 13,872 18,828

― ―

３　施策経費の推移 （単位：千円）
― ―

― ―

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

― ―

―

― ― ― ―

― ― ―

― ―

― ―

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●市内の刑法犯認知件数は、平成16年の5,833件をピークに年々減少し、ここ数年は2,000件台後半で推移してい
ますが、振り込め詐欺の被害件数が県内で上位にあるなど、市民の防犯意識の向上による犯罪被害の防止が重
要です。また、ほぼ全ての事務区で設立されている自主防犯ボランティア団体による、地域での防犯活動を支援し
ていく必要があります。

●さらに近年では、適切な管理が行われていない空家等が地域住民の生活環境へ深刻な影響を与えるケースが
発生しており、対応が必要です。

4

―

6

8

3

5

―

― ― ― ―

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

77.8 ― ― ― ―

2

― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

交通防犯課
防犯講演会の参加者アンケート
で、上記の内容を回答した人の
割合（単年度）

-

各地域の自主防犯ボランティア団体によるパトロールや上尾警察署及び関係団体におけ
る情報提供、啓発活動等により刑法犯認知件数は減少傾向にあるが、振り込め詐欺等の
詐欺被害は依然として発生している現状から、引き続き犯罪被害に遭わないための取り組
みを上尾警察署等関係機関と連携し推進していく。なお、平成28年度の防犯講演会は、講
師・会場との日程調整がつかず未実施である。― 80.0 80.0 ― ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛交通防犯課 134
（総合計画後期基本計画冊子　p.40）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　多くの市民が防犯に対する理解を深め、防犯意識を持って行動するよう、啓発を
図っていくとともに、自主防犯ボランティアによる地域の防犯活動を支援すること
により、市内の犯罪被害の減少を図ります。また、組織を立ち上げ、計画を策定し
て空家等対策に取り組みます。 1

「防犯意識が高まった」と回答した講演会受講者等
の割合

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 暮らしの安心・安全確保
小 項 目 防犯

課名

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

0%

0%

0%

達　成

7

10



10
10

H27 H28 H29 H30 H31 H32

方向性

単位 ― H28 H29 H30 H31 H32

↗

％

↗

％

５　主な指標の達成状況

2/2

― ―

― ―

0 ―

0

12

― ―

―

― ―

―

11

― ―

― ― ―

― ―
対前年比 ― 55%

合　　計 66,031 36,129 0 0 0

人件費(予算) 38,326 28,264
10

― ―

―

事業費(予算) 27,705 7,865

―

―
H28 H29 H30 H31 H32

― ―

―
３　施策経費の推移 （単位：千円）

― ―

― ― ― ―

7

＜法令等の改正＞
― ― ― ―

9

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

5

― ― ― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ― ― ―

― ― ―

２　現況と課題（平成２８年度末の状況）

●消費生活に係る相談は年間で平均1,500件あることから、相談体制の充実を図るとともに、消費者保護の観点か
ら消費生活センターの認知度の向上と利用の促進が必要となっています。

●悪質商法、契約トラブル、くらしに関するさまざまな情報の提供や、関係機関、消費者団体との連携による意識啓
発により、市民の消費者意識を高めていく必要があります。

4

―

6

8

― ― ― ―

3

― ― ― ―

A

2

― ―

A

86.9 90.5

啓発活動の一環として講座や講演会を実施したなかで、アンケートを実施し集計し
たものである。なお、平成28年度に子どもから高齢者まで幅広い年代の方が学べる
よう、講座等の内容を見直した結果、受講者の消費者意識を高めることができた。
今後も時代に即した身近なテーマで、講座等を実施していく。

消費生活セ
ンター

講座等の参加者アンケートで、上
記の内容を回答した人の割合
（単年度）

― 90.0 90.6 ―

「消費者としての意識が高まった」と回答した講座等
の受講者の割合

71.1 90.5 ― ―

― ―

指標の説明（計算式）
各年度目標値

市民の消費生活相談先としては、市と県があるが、相談も複雑化しており、市民の
利便性を考えると市センターで受付できることが、市民の利便性を高めることにつ
ながる。今後も市消費生活センターの相談体制の充実、市民への認知度の向上及び
利用の促進を図っていく。

消費生活セ
ンター

センター利用者数／相談者数
（単年度） ― 87.0 90.7 ― ― ―

― ― ― ―

平成29年度上尾市行政評価【施策マネジメントシート】
体系番号

☛消費生活センター 135
（総合計画後期基本計画冊子　p.41）

１　基本情報 ４　主な指標の取組状況
大 項 目 支え合う安心・安全なまちづくり

指　標　名

№

達
成
状
況

施策の方針

　消費者の権利を守るため、市民からの消費生活相談・苦情に対応し、トラブルの
未然防止と早期解決を図ります。また、消費者意識の向上や消費者被害の防止
活動を行っている市民の活動を支援します。
　関係機関や消費者団体と連携して啓発活動・消費者教育を行うことにより、消費
者被害の防止を図ります。また、市民が「自立した消費者」となるため、消費者教
育を学校や家庭、地域等の様々な場所で推進します。

1

消費生活相談をした市民のうち、市の消費生活セン
ターを利用した割合

各年度実績値

取組内容とその評価・今後の方針
中 項 目 暮らしの安心・安全確保
小 項 目 消費生活

課名

達　成

未達成

未達成

A 目標に達しているもの

B 前年度より改善しているもの

C 前年度より改善していないもの

100%

0%

0%
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